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人口動態統計年報 

 数値：確定数 

    概数に修正を加えたもの 

 集計客体：日本における日本人 

   （日本における外国人、外国 

  における日本人及び前年以前 

発生のものは別掲） 

            

 公表：毎年 

 

         調査年の翌年９月 
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調 査 の 概 要  

 

１  調査の対象及び客体 

    人口動態調査は、「戸籍法」及び「死産の届出に関する規程」により届け出られた出生、死亡、

婚姻、離婚及び死産の全数を対象及び客体としているが、本報告は日本において発生した日本人

に関する事象を集計したものである。 

 

２  調査の期間 

    人口動態調査は、市区町村に届け出のあったとき調査票を常時作成するものであって、この  

月報では次のものをとりまとめ、本月分として公表するものである。 

  (1) 出生、死亡、死産の場合 

２月中に発生し、２月１日～３月14日までに届けられたもの。 

  (2) 婚姻、離婚は２月１日～２月末日までに届け出られたもの。 

 

３  本報告から除外した件数は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  調査の方法 

    出生、死亡、死産、婚姻及び離婚について、市区町村長が受理した届書等をもとにして１件 

 ごとに人口動態調査票を作成する。 

    調査票の提出経路は、市区町村→保健所→（保健所を設置する市・特別区）→都道府県→  

厚生労働省である。 

 

５  結果の表章 

  (1) 都道府県の分類は出生は子の住所、死亡は死亡者の住所、死産は母の住所、婚姻は夫の    

住所、離婚は別居する前の住所による。 

  (2) 死因については、「第１０回修正国際疾病、傷害および死因統計分類」（ＩＣＤ－１０  

  (２００３年版)）によるものである。 

  (3) 前年の数値は、概数である。 

 (4) 用語の説明 

        自 然 増 減  ：  出生から死亡を減じたもの 

        乳 児 死 亡 ：  生後１年未満の死亡 

        新 生 児 死 亡 ：  生後４週未満の死亡 

        早期新生児死亡  ：  生後１週未満の死亡 

        死 産  ：  妊娠満12週以後の死児の出産 

        周 産 期 死 亡  ：  妊娠満22週以後の死産に早期新生児死亡を加えたもの 

日本における外国人 外国における日本人

出 生  1 235 645  1 026 

死 亡 589 82 476

死 産 37 ・ - 

婚 姻 313  1 029 38

離 婚 88 136 146

本年発生件数
前年以前発生件数
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(5) 諸率の計算式 

その月分（年換算率） 

その月の月間件数（出生、死亡、婚姻、離婚）  
出生・死亡・婚姻・離婚率 ＝                       ×1,000（または 100,000） 

その月の月間日数 
その月の月初人口 × 

年間日数 

その月の月間出生数－その月の月間死亡数 
   自然増減率 ＝                                ×1,000 

その月の月間日数 
その月の月初人口× 

年間日数 

そ の 月 の 月 間 乳 児 死 亡 数  
   乳児死亡率 ＝                                    ×1,000（または 100,000） 

その月の月間日数 
その月を含む過去１年間の出生数 × 

その月を含む過去１年間の年間日数 

その月の月間件数（新生児死亡、早期新生児死亡） 
新生児死亡率・早期新生児死亡率 ＝                                 ×1,000 

その月の月間出生数 

妊娠満22週 
その月の月間件数  （周産期死亡、      ） 

妊娠満22週                    以後の死産 
周産期死亡率  ・        ＝                          ×1,000 

以後の死産率      その月の月間出生数＋月間妊娠満22週以後の死産数 

その月の月間死産数（総数、自然死産、人工死産） 
    死産率・自然死産率・人工死産率 ＝                                                  ×1,000 

その月の月間出産数 

        注：月間出産数＝月間出生数＋月間死産数 

累計分（年換算率） 
Σ 

(ｉ月の月間件数 (出生、死亡、婚姻、離婚))  
ｉ 

出生・死亡・婚姻・離婚率 ＝                         ×1,000（または 100,000） 
Σ             ｉ月の月間日数 

 (ｉ月の月初人口  ×             ) 
ｉ              年間日数 

Σ                      Σ 
（ｉ月の月間出生数）－  （ｉ月の月間死亡数） 

ｉ                      ｉ 
自然増減率 ＝                                               ×1,000 

Σ                    ｉ月の月間日数 
 (ｉ月の月初人口 ×               ) 

ｉ                       年間日数 
Σ 
（ ｉ 月 の 乳 児 死 亡 数 ） 

ｉ 
乳児死亡率 ＝                                                          ×1,000（または 100,000） 

Σ  ｉ月を含む過去         ｉ 月 の 月 間 日 数 
（              ×                             ） 

ｉ  １年間の出生数    ｉ月を含む過去１年間の年間日数 
Σ 

 (ｉ月の月間件数 (新生児死亡、早期新生児死亡))  
ｉ 

新生児死亡率・早期新生児死亡率 ＝                                 ×1,000 
Σ 

 ( ｉ 月 の 月 間 出 生 数 ） 
ｉ 

Σ                                妊娠満22週 
 (ｉ月の月間件数（ 周産期死亡、        )) 

妊娠満22週   ｉ                 以後の死産 
周産期死亡率  ・        ＝                           ×1,000 

以後の死産率     Σ 
 (ｉ月の月間出生数＋月間妊娠満22週以後の死産数） 

ｉ 
Σ 
 (ｉ月の月間死産数（総数、自然死産、人工死産)) 

ｉ 
死産率・自然死産率・人工死産率＝                          ×1,000 

Σ 
 ( ｉ 月 の 月 間 出 産 数 ） 

ｉ 
Σ 

         注：  は1月からその月までの累計 
ｉ 

(6) 人口 
 
     諸率の算出の人口は、「人口推計（各月１日現在）」（総務省統計局）を用いた。 
     当月分の人口は、当該資料等による暫定値とした。（P36 参照） 
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　第１表 　人口動態総覧，対前年比較 　平成28年

実　　　　　        数 年   換   算   率

平 成 28 年 平 成 27 年 差 引 増 減 増 減 率 (%) 平 成 28 年 平 成 27 年

２　　月

77 123 76 165  958  1.3 7.8 7.9 

114 448 110 140 4 308  3.9 11.5 11.5 

 181  157  24  15.3 2.3 2.0 

 65  78  13        △      16.7        △ 0.8 1.0 

△ 37 325 △ 33 975 3 350        △   … △  3.8 △  3.5 

1 735 1 841  106        △     5.8        △  22.0 23.6 

 803  844  41        △      4.9        △  10.2 10.8 

 932  997  65        △      6.5        △  11.8 12.8 

 250  285  35        △      12.3        △ 3.2 3.7 

 48  52  4        △       7.7        △  0.6 0.7 

52 694 46 142 6 552  14.2 5.3 4.8 

18 294 17 753  541  3.0 1.84 1.85

累　計 １月～ ２月

155 362 156 745 1 383        △    0.9        △  7.6 7.7 

 237 173  242 431 5 258        △    2.2        △  11.5 12.0 

 347  312  35  11.2 2.1 1.9 

 149  133  16  12.0 1.0 0.8 

△ 81 811 △ 85 686 3 875 … △  4.0 △  4.2 

3 441 3 700  259        △     7.0        △  21.7 23.1 

1 654 1 706  52        △      3.0        △  10.4 10.6 

1 787 1 994  207        △     10.4        △ 11.3 12.4 

 543  552  9        △       1.6        △  3.5 3.5 

 112  88  24  27.3 0.7 0.6 

96 212 91 185 5 027  5.5 4.7 4.5 

34 358 34 653  295        △     0.9        △  1.67 1.71

注：出生・死亡・自然増減・婚姻・離婚率は人口千対。 
乳児・新生児・早期新生児死亡率は出生千対。死産率は出産（出生＋死産）千対。
周産期死亡率・妊娠満22週以後の死産率は出産（出生＋妊娠満22週以後の死産）千対。
率算出に用いた人口はP36参照。

2.8 3.0  431  464  33        △      7.1        △  

死 産

2.6 3.0  202  233  31        △      13.3        △ 

出 生

死 亡

乳 児 死 亡

新 生 児 死 亡

自 然 増 減

新 生 児 死 亡

自 然 死 産

人 工 死 産

周 産 期 死 亡

妊 娠 満 22 週
以 後 の 死 産

早期新生児死亡

婚 姻

離 婚

出 生

死 亡

乳 児 死 亡

離 婚

妊 娠 満 22 週
以 後 の 死 産

早期新生児死亡

自 然 増 減

死 産

自 然 死 産

人 工 死 産

周 産 期 死 亡

婚 姻
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      次の結果表は本月報には掲載していないが、厚生労働省ホームページ及び政府統計  

の総合窓口（e-Stat）に掲載している。 

      

      第１表  出生数，性・母の年齢（各歳）・出生順位別 

        第２表  出生数，出生順位・都道府県（21大都市再掲）別 

        第３表  母日本人の出生数，性・父の国籍・都道府県（21大都市再掲）別 

        第４表  父日本人の出生数，性・母の国籍・都道府県（21大都市再掲）別 

        第５表  死亡数，性・年齢（５歳階級）・都道府県（21大都市再掲）別 

        第６表  死亡数，性・年齢（５歳階級）・小学生－中学生（再掲）・死因簡単分類別 

        第７表  死亡数，性・死因簡単分類・都道府県（21大都市再掲）別 

第８表  死亡数，性・年齢（５歳階級）・死因簡単分類・都道府県（21大都市 

再掲）別 

        第９表 感染症による死亡数，死因（感染症分類）・都道府県（21大都市再掲）別 

 

 


